
令和７年度第１回田川市中小企業融資制度審議会  

日時：令和８年３月１３日(金)９時３０分～ 

                            場所：田川市役所４階 庁議室 

          

＜ 次第 ＞ 

 

１ 開会 

 

２ 会長の選任 

 

３ 報告事項 

 ⑴ 令和７年度田川市中小企業融資制度の利用状況について【資料２】 

 ⑵ 令和８年度田川市中小企業融資制度利子補給金予算について【資料３】 

 

４ 議案 

 ⑴ 田川市中小企業融資制度に係る令和８年度預託金配分（案）について【資料４】 

⑵ その他 

 

５ 閉会 
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【資料５】（参考）田川市中小企業融資制度審議会条例 

 【資料６】（参考）田川市中小企業融資制度要綱 

【資料７】（参考）田川市中小企業融資制度のしおり 

  



№ 分類 氏名 団体名・役職名

1 豊 田
ト ヨ ダ

明 彦
ア キ ヒ コ ㈱福岡銀行伊田支店　支店長

（任期R7.4.1～R9.3.31）

2 藤 井
フ ジ イ

靖
ヤス

士
シ ㈱西日本シティ銀行田川支店　支店長

（任期R7.10.1～R9.3.31）

3 石 松
イ シ マ ツ

哲 也
テ ツ ヤ ㈱福岡中央銀行田川支店　支店長

（任期R7.4.1～R9.3.31）

4 大 串
オ オ グ シ

剛
ツヨ　　シ

士
田川信用金庫本店　本店長
（任期R7.4.1～R9.3.31）

5 江 頭
エ ガシラ

賢
ケン

助
スケ 伊田商店街振興組合　代表理事

（任期R7.4.1～R9.3.31）

6 笹 原
ササハ ラ

義 正
ヨ シ マ サ 後藤寺商店街振興組合　理事長

（任期R7.4.1～R9.3.31）

7 大 井
オ オ イ

俊
ト シ

尚
ナオ 田川民主商工会　会長

（任期R7.4.1～R9.3.31）

8 浦 田
ウ ラ タ

良 子
リ ョ ウ コ 田川市女性人材バンク

（任期R7.4.1～R9.3.31）

9 山 﨑
ヤ マ サ キ

修 一
シュウ イチ 田川商工会議所　専務理事

（任期R7.4.1～R9.3.31）

10 河 端
カ ワ バ タ

太
フトシ 田川市　会計管理者

（任期Ｒ5.8.1～R9.3.31）

令和7年度　田川市中小企業融資制度審議会委員名簿

金
融
機
関
代
表

中
小
企
業
代
表

学
識
経
験
者

【資料１】



【資料２】
３　報告事項

　⑴　田川市中小企業融資制度の利用状況について

　　○申込件数の推移について

※融資否決を含む

　　○過去１０か年の利用状況について（令和７年１２月末現在） （単位：件、千円）

※融資枠（Ａ）…４億５，６００万円（預託金：１億５，２００万円）

　　○田川市と近隣３市の融資状況について（令和７年１２月末現在） （単位：件、千円）

※飯塚市は新規創業資金貸付に制度変更し、継続。
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○セーフティネット保証について
中小企業者が「セーフティネット保証」（中小企業庁）及びセーフティネット保証認定による「緊急経済対策資

金」（福岡県）を利用するためには、事業実態のある事業所所在地の市町村長からセーフティネット保証の認

定を受ける必要があります。緊急経済対策資金については、市町村長からセーフティネット保証認定を受け

た後、商工会議所、商工会若しくは指定金融機関へ融資の申込みを行う流れとなっています。

田川市における最近１０か年のセーフティネット保証の認定件数

危機関連保証
認定件数
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R6 R7

建設業 13 3

卸売業・小売業 7 3

医療・福祉 5 0

製造業 2 0

生活関連サービス業・娯楽業 2 0

運輸業・郵便業 1 0

学術研修・専門・技術サービス業 1 0

宿泊業・飲食サービス業 1 1

不動産業、物品賃貸業 0 0

教育、学習支援業 0 0

サービス業（他に分類されないもの） 0 0

計 32 7

※R7年度はR7.4.1～R8.1.31の間に認定した件数

認定件数
日本標準産業分類大分類
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令和６年度認定件数
令和７年度認定件数(R7.4.1〜R8.2.28)

４号：新型コロナウイルス感染症を含む

突発的災害（自然災害等）

５号：業況の悪化している業種



田川市
中小企業融資制度

利子補給金

田川市内の事業者の資金繰り
を支援するため、田川市中小
企業融資制度を利用して融資
を受けた事業者に、支払った
利子の一部を補助します。

○補助対象者
田川市中小企業融資制度を利用して融資を受けた者であって、
次に掲げる要件の全てに該当するもの
⑴ 令和７年度以降に融資が実行され返済をしていること
⑵ 融資の契約に基づき延滞をすることなく支払を行っていること
⑶ 市税の滞納をしていないこと
⑷ 交付申請・交付決定・補給金請求時に市内に事業所を有すること

○補助額
支払った融資利子の0.1％相当額

○交付対象期間
令和７年４月１日以降に第１回目の利子を支払った日から１年間

○申請期間
交付対象期間終了後９０日以内

○申請窓口
田川市役所 ３階 産業振興課

○申請書類
田川市中小企業融資制度利子補給金交付請求書
市税の滞納のない証明書（市民課発行 300円）
※市税の滞納のない証明書は市が申請者の同意に
基づき公簿等で確認できる場合は提出不要です。

▶様式は窓口で配付のほか、
市ホームページからもダウンロードできます
URL：https://www.joho.tagawa.fukuoka.jp/kiji0031923/index.html

制度について

申請方法について

田川市役所 産業振興課 企業雇用商工係
☎ 0947-85-7145

お問い合せ

様式ダウンロード

【資料３】



４　議 案

　⑴　田川市中小企業融資制度に係る令和８年度預託金配分について（案）

令和5年度末 令和6年度末
令和7年度

(令和7年12月末)
過去3か年

融資残高割合

融資累計
残高

融資累計
残高

融資累計
残高

(A+B+C)/3
預託金
総　額

均等割
預託金総額
－均等割計

均等割を
除いた

預託額配分
預託額

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ＝Ｄ×Ｈ Ｊ＝Ｇ＋Ｉ

6,700 20,100 0 0 24,664 13.45% 6,700 15,000 21,700 65,100

19,000 57,000 364 220 60,636 33.39% 6,700 36,900 43,600 130,800

6,700 20,100 0 0 60,208 32.84% 6,700 36,900 43,600 130,800

24,500 73,500 500 350 238 0.59% 6,700 1,000 7,700 23,100

6,700 20,100 0 0 0 0.00% 6,700 0 6,700 20,100

88,400 265,200 2,297 1,779 32,078 19.72% 6,700 22,000 28,700 86,100

152,000 456,000 3,161 2,349 177,824 100.00% 152,000 40,200 111,800 111,800 152,000 456,000

【資料４】

合　計

福 岡 銀 行 伊 田 支 店

152,000 111,800

福 岡 銀 行 後 藤 寺 支 店

西日本ｼﾃｨ銀行田川支店

西日本ｼﾃｨ銀行東田川支
店

福岡中央銀行田川支店

田 川 信 用 金 庫

（単位：千円）

　　　　　　　　　　区　分

　金融機関名

令和７年度

過去3か年の金融機関別融資累計残高及びその割合

令和８年度

預託額 融資枠 融資枠

令和８年度における各金融機関の預託金額は、表の（Ｊ）欄です。算出方法は以下のとおりです。

①均等割の算出

均等割（Ｇ）は、田川市中小企業融資制度の申込上限額である２０，０００千円の融資枠を確保するため、各金融機関の最低預託額とします。各金融機関の融資枠は、各々の預託額の３倍に設定してい

るため、

２０，０００千円÷３＝６，６６６…千円≒６，７００千円（Ｇ）となります。

②預託額の算出

預託額（Ｊ）は、預託金総額（Ｆ）から均等割（Ｇ）の総額を差引いた金額（Ｈ）に各金融機関における過去３か年の融資残高割合（Ｄ）を乗じた預託額配分（Ｉ）と均等割（Ｇ）を合算して算出します。
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田川市中小企業融資制度要綱  

昭和４７年４月１日  

告示第３２号  

（目的）  

第１条  この告示は、市内中小企業の事業に必要な資金を融資することにより、

その近代化と経営基盤の確立を促進し、もって中小企業の振興に寄与すること

を目的とする。  

（平成２０告示３６・一部改正）  

（用語の定義）  

第２条  この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定める

ところによる。  

⑴  中小企業者  中小企業信用保険法  (昭和２５年法律第２６４号 )第２条第１

項各号に掲げる中小企業者をいう。  

⑵  小規模企業者  中小企業信用保険法第２条第３項第１号から第６号までに

定める小規模企業者をいう。  

⑶  保証協会  信用保証協会法  (昭和２８年法律第１９６号 )に基づき、設立さ

れた福岡県信用保証協会をいう。  

⑷  金融機関  この融資制度を取り扱うため市長が指定した金融機関をいう。  

（平成１０告示６０・平成２０告示３６・一部改正）  

（預託及び融資資金）  

第３条  市長は、この融資制度を実施するため一定の金額を金融機関に預託する。 

２  金融機関は、前項の預託金に同額以上の自己資金を加えた金額を融資資金と

して融資を行うものとする。  

（平成２０告示３６・一部改正）  

（金融機関の義務等）  

第４条  この融資制度における融資後の一切の責任は、すべて金融機関が負うも

のとする。  

２  金融機関は、融資資金の取扱いについては、他の一般業務との区別を明確に

するものとし、毎月末日現在における運用状況を翌月１０日までに市長に報告

【資料４】
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しなければならない。  

（融資の種類）  

第５条  この告示に定める融資の種類は、次のとおりとする。  

⑴  事業資金融資  

⑵  小口零細企業資金融資  

（昭和５２告示７８・平成２０告示３６・平成２１告示１２３・一部改正）  

（融資対象業種）  

第６条  前条各号に定める融資の対象となる業種は、中小企業信用保険法施行令

（昭和２５年政令第３５０号）第１条第１項に定める業種とする。  

（平成２０告示３６・一部改正）  

（融資の対象、条件及び資金の使途）  

第７条  第５条各号に定める融資の対象者は、次の各号に定めるとおりとする。  

⑴  事業資金  市内に事務所又は事業所を有し、現に事業を営み、市税を滞納

していない中小企業者とする。  

⑵  小口零細企業資金  市内に事務所又は事業所を有し、現に事業を営み、市

税を滞納していない小規模企業者とする。  

２  融資の条件及び資金の使途は、別表第１のとおりとする。  

（平成６告示８・全改、平成１０告示６０・平成１８告示９８・平成２０告示３

６・平成２１告示１２３・平成２８告示５２・平成３０告示２８・一部改正）  

３  次の各号に該当する者は、融資の対象としないものとする。  

⑴  暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第２号に規定する暴力団。  

⑵  暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第６号に規定する暴力団員。  

⑶  暴力団員又は暴力団と密接な関係を有する者。  

（融資の手続等）  

第８条  融資を受けようとするものは、別に定める中小企業融資金借入申込書に

別表第２に規定する書類を添えて市長に申し込むものとする。  

２  市長は、前項の申込みがあったときは、書類審査のうえ、直ちに関係書類を

2



金融機関に送付するものとする。  

３  当該金融機関は、関係書類の送付があったときは、直ちに調査等必要な事務

を処理するものとする。  

（委任）  

第９条  この告示に定めるもののほか、必要な細部事項は、別に定める。  

（平成２０告示３６・一部改正）  

附  則  

１  この告示は、昭和４７年４月１日から施行する。  

２  次に掲げる要綱（以下「旧要綱」という。）は、廃止する。  

⑴  田川市中小企業設備近代化資金制度要綱（昭和３６年１１月１６日告示）  

⑵  田川市中小企業特別振興資金融資制度要綱（昭和４１年４月１日告示）  

３  この要綱の施行前に旧要綱の規定に基づき、融資を受けているものについて

は、なお従前の例による。  

附  則（昭和４７年１１月１日告示第７７号）  

１  この要綱は、昭和４７年１１月１日から施行する。  

２  この要綱の施行日の前日までに行われた融資に係る利息については、施行日

以後最初に到来する利息支払日から改正後の利息を適用する。  

附  則（昭和４９年６月１５日告示第６０号）  

１  この要綱は、昭和４９年７月１日から施行する。  

２  昭和４９年６月３０日以前に融資を受けている者の昭和４９年７月１日以降

の元金返済分に係る融資利息は、なお従前の利息を適用する。  

附  則（昭和５１年４月１５日告示第３７号）  

１  この要綱は、昭和５１年４月３０日から施行する。  

附  則（昭和５２年９月１日告示第７１号）  

この要綱は、昭和５２年９月１日から施行する。  

附  則（昭和５２年１０月１４日告示第７８号）  

この要綱は、昭和５２年１０月１４日から施行し、昭和５１年４月３０日から

適用する。  

附  則（昭和５２年１２月１日告示第９３号）  
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この要綱は、昭和５２年１２月１日から施行する。  

附  則（昭和５３年５月１２日告示第４７号）  

この要綱は、昭和５３年５月１２日から施行する。  

附  則（昭和５３年１０月１８日告示第９０号）  

この要綱は、昭和５３年１０月１８日から施行する。  

附  則（昭和５３年１２月２６日告示第１０５号）  

この要綱は、昭和５３年１２月２６日から施行する。  

附  則（昭和５４年４月１３日告示第２７号）  

この要綱は、昭和５４年４月１６日から施行する。  

附  則（昭和５５年３月３１日告示第１２号）  

この要綱は、昭和５５年４月１日から施行する。  

附  則（昭和５７年９月１６日告示第６４号）  

この要綱は、昭和５７年９月１６日から施行する。  

附  則（平成６年３月１６日告示第８号）  

（施行期日等）  

１  この告示は、平成６年４月１日から施行する。  

２  この告示による改正後の田川市中小企業融資制度要綱は、この告示の施行日

以後の資金の融資について適用し、同日前の資金の融資については、なお、従

前の例による。  

附  則（平成７年７月３日告示第４１号）  

この告示は、公布の日から施行し、改正後の田川市中小企業融資制度要綱の規

定は、施行日以後の資金の融資について適用し、同日前の資金の融資については、   

なお、従前の例による。  

附  則（平成９年７月１日告示第４７号）  

この告示は、公布の日から施行し、改正後の田川市中小企業融資制度要綱の規

定は、施行日以後に申し込まれる資金の融資について適用し、同日前に申し込ま

れる資金の融資については、なお、従前の例による。  

附  則（平成１０年８月３１日告示第６０号）  

この告示は、平成１０年９月１日から施行し、改正後の田川市中小企業融資制
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度要綱の規定は、施行日以後の資金の融資について適用し、同日前の資金の融資

については、なお従前の例による。  

附  則（平成１５年３月１８日告示第１６号）  

この告示は、平成１５年４月１日から施行する。  

附  則（平成１８年１０月２５日告示第９８号）  

この告示は、平成１８年１１月１日から施行し、改正後の田川市中小企業融資

制度要綱の規定は、施行日以後の資金の融資について適用し、同日前の資金の融

資については、なお従前の例による。  

附  則（平成２０年３月２７日告示第３６号）  

この告示は、平成２０年４月１日から施行し、改正後の田川市中小企業融資制

度要綱の規定は、施行日以後の資金の融資について適用し、同日前の資金の融資

については、なお、従前の例による。  

附  則（平成２１年１１月６日告示第１２３号）  

この告示は、平成２２年４月１日から施行し、改正後の田川市中小企業融資制

度要綱の規定は、施行日以後の資金の融資について適用し、同日前の資金の融資

については、なお、従前の例による。  

附  則（平成２５年１０月１６日告示第１６６号）  

この告示は、公表の日から施行する。  

附  則（平成２６年５月１日告示第５２号）  

この告示は、平成２６年５月１日から施行する。  

   附  則（平成２７年９月２４日告示第１２９号）  

 この告示は、平成２７年１０月１日から施行する。  

   附  則（平成２８年４月１日告示第５２号）  

 この告示は、平成２８年４月１日から施行し、改正後の田川市中小企業融資制

度要綱の規定は、この告示の施行の日以後に申込みのあった資金の融資について

適用し、同日前に申込みがあった資金の融資については、なお従前の例による。  

   附  則（平成３０年４月１日告示第２８号）  

 この告示は、平成３０年４月１日から施行し、改正後の田川市中小企業融資制

度要綱の規定は、この告示の施行の日以後に申込みのあった資金の融資について
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適用し、同日前に申込みがあった資金の融資については、なお従前の例による。  
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別表第１  （第 7 条関係）  

（平成２１告示１２３・全改、平成２８告示５２・平成３０告示２８・一部改正）  

区分  融資条件  資 金 の

使途  融資限度額  融 資 利

息  

融資期間  担 保 、 保 証

人  

信用保証  返済方法  

事業資金  1 企業 1 組

合 に つ き

2,000 万 円

以 内 と す

る。  

年 1.4％

以 内 と

する。  

120 月 以

内とする。 

(2 年間の

据 置 期 間

を含む。 )  

(1 )  担 保 は

必 要 に 応 じ

て徴す。  

(2 )  保 証 人

は 原 則 と し

て、法人の場

合 は 代 表 者

のみ、個人の

場 合 は 不 要

とする。  

保 証 協 会

の 保 証 に

付 す る も

のとする。 

原 則と して

元 利均 等月

賦 償還 とす

る。  

運 転 資

金 及 び

設 備 資

金 と す

る。  

小 口 零 細

企業資金  

1 企業 1 組

合 に つ き

2,000 万 円

以 内 と す

る。ただし、

既 存 の 保 証

協 会 の 保 証

付 融 資 残 高

(根保証にお

い て は 融 資

極度額 )との

合 計 で

2,000 万 円

年 1.4％

以 内 と

する。  

120 月 以

内とする。 

(2 年間の

据 置 期 間

を含む。 )  

(1 )  担 保 は

原則として、

不要とする。 

(2 )  保 証 人

は 原 則 と し

て、法人の場

合 は 代 表 者

のみ、個人の

場 合 は 不 要

とする。  

保 証 協 会

の 保 証 に

付 す る も

のとする。 

一 括又 は分

割 返済 とす

る。  

運 転 資

金 及 び

設 備 資

金 と す

る。  
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の 範 囲 と な

る 新 規 の 保

証に限る。  

備考  「小口零細企業資金」については、保証協会と金融機関とが適切な責任共

有を図る責任共有制度の導入による小規模企業者への影響を緩和するため、当分

の間、一定の要件を満たす小規模企業者の金融機関からの借入れによる債務の保

証を責任共有制度の対象除外とすることにより、小規模企業者への安定的な資金

調達を維持し、もって経営の安定に資することを目的とし、国の全国統一保証制

度の対象とする。  

別表第２  (第８条関係 )  

（平成２１告示１２３・全改）  

融資の種類  添付書類  

事業資金  ⑴  保証協会所定の書類  

⑵  決算書又は確定申告書の写し  

⑶  市税を納付したことを証明できる証書  

⑷  設備の設計図又はカタログ及び設備の見積書 (資金の使途

に設備資金が含まれる場合のみ )  

⑸  その他市長が必要と認めるもの  

小口零細企業資金  ⑴  保証協会所定の書類  

⑵  決算書又は確定申告書の写し  

⑶  市税を納付したことを証明できる証書  

⑷  設備の設計図又はカタログ及び設備の見積書 (資金の使途

に設備資金が含まれる場合のみ )  

⑸  その他市長が必要と認めるもの  
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田川市
中小企業融資制度

田川市産業振興課 ☎0947-85-7145

経営基盤の確立を促進し
中小企業振興を図るため

市内中小企業の事業に必要な資金を
融資する制度です

令和７年４月１日以降融資決定分から

①指定金融機関の窓口で
申込みができるようになりました！

②利子補給制度を創設しました！

【資料７】



田川市中小企業融資制度

■融資の種類

区分 事業資金 小口零細事業資金

使途

事業に必要な資金

例）材料仕入、給料、借
換、機械購入、支店開店

運転資金、設備資金

融資額 ２，０００万円以内

融資期間 １０年以内（２年間据置可能）

利率 年1.4％

担保 必要に応じて徴求 原則不要

保証人 原則として、法人の場合は代表者のみ、個人の場合は不要

保証料 年0.45％～1.63％ 年0.50％～1.93％

※保証人について
一定の対象要件を充足すれば、保証料の上乗せ負担等により、
経営者保証の解除を選択できます。

（参考）
対象要件と
保証料率の上乗せ率

直近決算期の
債務超過

該当なし 該当あり

直近２期の
決算期における

減価償却前経常利益

連続赤字
でない

0.25％ 0.45％

連続赤字
である

0.45％ 対象外

※保証料率について
有担保保証または会計参与設置会社の場合は、
それぞれ0.10％の割引があります。

田川市産業振興課 ☎0947-85-7145

※２事業年度の決算がない場合は0.45％上乗せとなります。



田川市中小企業融資制度

■申込手続

申込

指定金融機関にて

必要書類の提出

審査

指定金融機関及び

保証協会において

審査

契約

融資実行

■申込資格

①市内で事業を営んでいる中小企業者及び組合
※新規創業のための資金借入れは対象外
※業歴がない場合でも、客観的に事業を行っていることが
明らかであれば、融資の対象となりますが、次のような
確認を行うことがあります。

資金用途の確認、帳簿の確認、現地確認
自己資金等の確認できる書類（預金通帳の写し等）の確認
その他（必要に応じ）

②市税を滞納していない

③信用保証対象業種である

④営業許可、登録等を必要とする事業の場合、その許認可を
受けている

⑤銀行取引停止処分を受けていない

⑥福岡県信用保証協会の保証付借入に対し滞納、またはその
保証人となっていない

⑦福岡県信用保証協会の求償権を行使されていない

⑧その他、融資の申込み要件に該当する

⑨小口零細企業資金については、上記①から⑧の要件に加えて
常時使用する従業員が２０人（商業、サービス業は５人）
以下の個人・会社等中小企業信用保険法第２条第３項第１号
から第６号までに定める小規模企業者である

田川市産業振興課 ☎0947-85-7145



田川市中小企業融資制度

■利子補給について

■申込方法

指定金融機関に以下の書類を提出してください。

① 福岡県信用保証協会保証委託申込書
記入の上、所定の書類を添付してください。

② 滞納のない証明書（市民課で発行 300円）
③ その他、市長が必要と認める書類

福岡銀行（伊田支店、後藤寺支店）
西日本シティ銀行（田川支店、東田川支店）
福岡中央銀行（田川支店）
田川信用金庫（本店、東支店、西支店）

■指定金融機関

田川市中小企業融資制度において支払った利子の一部を
田川市が補助します。

⑴補助対象
以下の全ての条件に当てはまる方
・令和７年４月１日以降に融資が実行され、返済をしている
・延滞をしていない
・市税の滞納をしていない
・交付申請、交付決定、補給金請求時において、
市内に事業所を有する

⑵交付額
支払った利子の金額の0.1パーセント相当額

⑶対象期間
令和７年４月１日以降で第１回目の利子を支払った日から１年間

⑷申請方法
申請期間中に所定の様式を記入の上、必要書類を添えて、
田川市役所３階産業振興課にご提出ください

▶詳しくはチラシをご覧ください

田川市産業振興課 ☎0947-85-7145
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